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１．研究計画の概要 （１）１９９９年から２００５年のユーロ地

域の１１カ国のパネルデータを用いて、財政
赤字の持続可能性の問題を、非定常パネル時
系列分析の手法を応用して分析した。その結
果、この地域において財政規律のルールは機
能しており、財政赤字は持続可能であること
が明らかとなった。 

計量経済学の分野において、近年急速な展
開が見られる分野の一つに本研究課題であ
る、「非定常パネル時系列データの計量分析」
がある。これは、従来の非定常時系列分析を
パネル分析の枠組みに拡張しようとするも
のである。従来の非定常時系列分析において
は、標本のサイズが小さいときに検定の検出
力が弱いことが知られている。しかし、実際
の経済データにおいては、十分に長い時間に
わたる時系列データを入手することが困難
なことが多く、その結果、信頼できる計量分
析を行うことが難しいことが多い。これは、
とりわけ、発展途上国の経済分析を行う場合
には、顕著である。そこで、時系列データと
クロスセクションのデータとを組み合わせ
ることによってパネルデータに基づく分析
を行うというものである。しかし、この研究
分野にはまだ多くの発展の可能性が残され
ている。そこで、本研究課題では、この問題
を理論的および実証的に分析することを目
的とする。 

（２）非定常パネル時系列分析の手法を１９
９９年から２００６年のユーロ地域の金利
データに応用した結果、金利の期待仮説
（expectations hypothesis）が成立すること
が示された。この結果は、この地域における
財政規律が有効に機能していることを間接
的に示している。 
（３）非定常パネル時系列分析の手法を１９
８０年から２００４年の最貧国（ least 
developed countries）のデータに応用し、こ
れらの国々の輸出関数の分析を行った。その
結果、輸出関数は安定的であることが示され、
価格弾力性は－０．２４から－０．３４、所
得弾力性は１．３６から１．７９の範囲で得
られた。 

特に、次の２点を主たる分析対象としたい。 （４）非定常パネル時系列分析の手法を１９
６５年から２００４年の最貧国のデータに
応用し、これらの国々の輸入関数の分析を行
った。その結果、輸入関数は安定的であるこ
とが示され、価格弾力性は－０．７２から－
０．７５、所得弾力性は１．２６から１．６
９の範囲で得られた。 

 （１）非定常パネル時系列分析において用
いられている、各種の推定・検定方法の小標
本特性について分析を行う。 
 （２）非定常時パネル系列分析において用
いられている、各種の推定・検定方法を実際
のデータに応用し、従来の分析で得られた結
果との比較検討を行い、その経済的な含意に
ついて考察する。 

（５）１９８０年から２００７年の中国の省
別パネルデータを用いて、国内資本移動の分
析を行った。その結果、１９９０年代には低
調であった資本移動が１９９６年以降次第
に増加してきたことが明らかとなった。 

 
２．研究の進捗状況 

研究は順調に進んでおり、現時点までの研
究において得られた新たな知見は、以下の通
りにまとめられる。 

（６）非定常パネル時系列分析の手法を、米
国の家庭用電力小売市場のデータに応用し、



小売電力需要関数の分析を行った。州を断面
とした四半期データからなるパネルデータ
を用いて、各弾性値を推定し、市場自由化の
前後および自由化導入州と非導入州で分析
結果を比較・検証した。その結果、(i)各変数
は単位根を持つこと、(ii)各変数間に共和分関
係が成立していること、(iii)規制緩和政策が
価格弾性値に影響を与えていないこと等が
明らかとなった。 
（７）Pesaran (207)によって提唱されたＣＩ
ＰＳ検定に関して、小標本において不均一分
散の検定のサイズに与える影響をモンテカ
ルロ実験によって分析した。その結果、(i) 
idiosyncratic error に関する無条件の不均一
分散の存在はＣＩＰＳ検定のサイズに対し
て under-size distortion の効果を持つが、そ
の条件付き分散不均一性の存在は、ＣＩＰＳ
検定のサイズに対して over-size distortion
の効果を持つことが明らかとなった。                             
 
３．現在までの達成度 
①当初の計画以上に進展している。 
（理由） 

研究計画の概要で述べられている２つの
分析対象に関して、順調に研究が遂行されて
おり、研究開始から３年未満の間に既に７本
の論文が出版され、そのうちの６本は海外の
査読付き学術専門誌から出版されているこ
とは特筆に値する。これは、当初想定してい
た以上の研究成果と言えよう。さらに、現在
も順調に研究が進展しており、今後一層の研
究の進展が期待される。 
 
４．今後の研究の推進方策 

今後の研究の推進方策は、次の３点にまと
められる。 
（１）これまで行ってきた実証分析をさらに
一層推し進めるつもりである。特に、発展途
上国等、これまで比較的実証研究の蓄積が乏
しい地域に対して非定常パネルデータ分析
を積極的に応用した研究を行っていく予定
である。 
（２）これまでは、主として、非定常パネル
データ分析の中でも、主体の間に相互依存関
係が存在しないケースを前提として、分析を
行ってきた。今後は、この仮定を弱めて、各
主体の間に相関が存在する場合の分析を理
論的・実証的に行っていく予定である。 
（３）以上の２点を踏まえ、分析の結果得ら
れた成果は、積極的に海外の再読付き学術専
門誌に投稿し、日本から世界に向けて積極的
な情報発信を行うように努めたいと考えて
いる。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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